
 

機構役員（理事長・常務理事）と県地域農業推進課は、１月下旬から２月下旬にかけて、

県内全市町村長等を対象に、平成27年度の農地中間管理事業の取組に対する御礼と事業を推

進する上での課題等について意見交換を行う事業推進キャラバンを実施しました。

本格実施の２年目となった平成27年度は、県内全市町村毎に重点実施地区を設定し事業に

取り組んだ結果、２２市町村８１地区において約１，９００haの農地集積が実現する見込み

です。これは、各市町村推進チームによる、様々な集落へのアプローチと複数回にわたって

地元説明会を行った結果であります。

機構からは、市町村の取組に対する御礼に続き、平成27年度の取組や事務処理の改善状況、

併せて県内各地での取組事例等についても紹介を行いました。

意見交換では、各首長から「農地中間管理事業は必要な事業だと思うが、戦略を持って取

り組む必要がある」「事業に取り組んだ地区では地域の話し合いが持たれるなど今後に繋

がっている」「地域にリーダーがいたから事業推進ができた」また、制度変更について「高

齢者は変化に対して保守的になる傾向がある。機構

の信頼度、安心感が損なわれることがないよう農家

目線の事業制度になるようお願いしたい」といった

事業推進上の課題等について意見が出されました。

今回、市町村から頂いた御意見を真摯に受けとめ、

現場で使いやすい事業制度となるよう、関係機関と

も協議しながら見直しを図っていきたいと思います。

発行者：農地中間管理機構（公益社団法人宮崎県農業振興公社）
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１ 機構役員による県内市町村への事業推進について
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３ 農地中間管理事業審査会（２月）について
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三股町長との意見交換会

椎葉村長との意見交換会

県と機構は、2月12日（金）に農地中間管理事業に携わる市町村及び農業委員会、ＪＡ、

県出先事務所の担当職員約150名の出席のもと、事業に関する担当者会議を開催しました。

会議では、県から①平成28年度農地中間管理事業の概算決定情報について、②平成28年度

宮崎県における機構集積協力金の交付基準（案）について、機構からは③農地中間管理事業

の進捗状況等について説明を行いました。

特に、平成28年度からの機構への農地の出し手に対する支援策である機構集積協力金に関

する主な変更点は、機構を介して新たに担い手に集積される面積に応じて算出された国から

の交付金の範囲内で、県が交付基準を作成し、各協力金の配分を行うことになります。今回、

現時点での交付基準（案）について説明を行い、市町村等の意見も聴いたうえで、現場での

事業推進への影響を最小限に抑えた交付基準を作成することとしております。また、交付基

準作成に当たっては、国からの交付金の配分（内報）額が、担い手への新規集積予定面積を

基に算定されることから、実績段階で計画を下回った場合でも示した単価が支払えない状況

にならないよう配慮するとともに、活用可能額を市町村毎に設定することにしています。

さらに、各交付金の交付基準（案）では、新規集積農地に優先配分

することを原則とし、予算の残枠内で面積に応じた配分も可能として

います。

県は、今後、各市町村等の意見を踏まえ交付金配分基準をまとめる

ことになりますので、現場の皆様の声を聴かせていただければと思い

ます。

担当者会議の様子
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機構は、2月19日（金）に平成27年度14回目となる農地中間管理事業審査会を開催しました。今回の

審査会では、重点実施
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１１地区と個別案件
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個別案件としてリタイアされる農業者等の農地を対象に審査を

行いました。重点実施地区はいずれも地区内で同意が得られた方々の農地を追加で利用権を設定する

ものでした。

また、今回は機構集積協力金の交付要件が平成２８年度から変更になることもあって、リタイアさ

れる方のかけ込み案件が２６件ありました。いずれも３月中に転貸することになっています。
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◆重点実施地区１１地区

（日南市・三股町・えびの市、新富町、高千穂町）

・機構が借り受けて貸し付ける農地面積 ３．９ha
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（宮崎市・綾町・都城市・三股町・えびの市・西都市・新富町・川南町・都農町・日向市・日之影町）
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機構は、平成28年2月24日（水）に、意欲ある担い手に農地を集積・集約する農地中間管

理事業の利活用を促進するために、一般社団法人宮崎県農業法人経営者協会と宮崎県との３

者による協定を締結しました。

農地中間管理事業は、農業の担い手の規模拡大や農用地の集団化等を行い、農業の生産性

を高め、農業競争力を強化することを目的としており、農業の成長産業化を図る上で必要不

可欠な事業であります。

今回の協定では、農業法人経営者協会会員の

農用地の利活用の手続きを農地中間管理事業に

移行することを促すことや、分散錯圃の解消に

向け、地域の担い手農業者との協議、協力を進

めることなどが規定されています。この協定締

結を契機に担い手への農地集積・集約、更には、

農業法人経営の発展にますます弾みがつくもの

と考えております。機構としても、関係機関・

団体の皆様方と連携しながら、農地中間管理事

業を推進し、本県農業の発展に寄与していきた

いと思っております。
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農業協同組合法等の一部を改正する等の法律案が平成27年8月28日に成立し、

同年9月4日に交付されました。これにより農業委員会等に関する法律も一部改正

され、「農地利用の最適化の推進」が農業委員会の義務業務として位置づけられ

ました。これは、農地利用の最適化（担い手への農地利用の集積・集約化、耕作

放棄地の発生防止・解消、新規就農等の新規参入の促進）を促進するために、出し手農家を訪問し

て農地中間管理機構の貸付けを促したり、担い手とのマッチングのための話し合い等の活動を行う

ことが定められました（農委法第6条第2項）。また、農業委員会は農業委員と共に地域で活動する

農地利用最適化推進員

農地利用最適化推進員農地利用最適化推進員

農地利用最適化推進員を委嘱することになっており、推進員は機構と連携して業務を行うことにな

ります。今後、機構も連携に向けた準備を進めていきたいと思います。（事業担当）
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kosha@tulip.ocn.ne.jpkosha@tulip.ocn.ne.jp

kosha@tulip.ocn.ne.jp

左から新福会長、河野知事、宮脇理事長

関係者全員での記念撮影
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農地集積及び集約化に関する協定書全文

あいさつされる河野知事
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